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■本格化するインフラ関連予算の執行 

2019 年も終わりに近づくなか、執行が遅れていたフ

ィリピンのインフラ関連予算がやっと通常ペースに戻

ってきた。実際、2019 年 9、10 月のインフラ関連支

出を含む資本支出予算の執行額は、2018 年の平均月次

執行額を上回る水準まで回復した（右上図）。 

ドゥテルテ政権の看板政策であるインフラ整備が

2019 年に滞った原因は以下の 2 点である。 

第 1 が予算成立の遅れである。フィリピンの国家予

算は、①政府から上下両院へ予算案の提出、②上下両

院での審議、③両院合同委員会での両院において可決

された予算の修正と統合、④大統領による承認、とい

うプロセスを経るが、2019 年度予算案では、両院合同

委員会で両院の主張が対立したことや、下院による両

院合同委員会後の予算修正疑惑等から、2019 年度予算

の成立は 2019 年 4 月までずれ込んだ。 

第 2 が中間選挙に伴う新規公共事業の停止である。フィリピンでは選挙の公正性を保つため、選挙前

45 日間は政府による新規公共事業の開始が禁止されている。2019 年は 5 月に中間選挙が実施されたた

め、4 月に 2019 年度予算が成立しても、インフラ予算を執行に移すことができなかった。 

 

■2020 年はインフラ整備関連予算が大幅に増額 

このような 2019 年の反省を踏まえ、フィリピン上

下両院は 2020 年度予算を 2019 年 12 月 11 日に両院

合同委員会を通過させた。ドゥテルテ大統領による承

認作業が残っているものの、2019 年内の予算成立が

ほぼ確実になったといえる。 

注目されるのが、2020 年のインフラ整備予算であ

る。政府の予算案によると資本支出予算は 2019 年度

予算対比＋11.0％増の1兆1,457億ペソと大幅増額と

なっている（右下図）。さらに、上院は 11 月 26 日

に 2019年度予算の有効期限を 1年延長することを可

決した。このため、2020 年のインフラ関連予算の執

行総額はさらに上振れするとみられる。 

ただし、大幅に増額されたインフラ関連予算を中長

期的な成長力の強化につなげるには、計画通りの予算

執行に加え、各インフラ整備プロジェクトの着実な進

展により相乗効果を生み出すことが不可欠であり、そ

のための環境整備が重要となる。その観点からは、議

会には、不動産評価の透明性を高め、インフラ整備に絡む土地収用を円滑化すると期待されている不

動産評価法改正案の迅速な成立が求められよう。 
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